
常務理事会 

（第50事業年度・第６回 

平成27年９月17日常務理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

 

Ⅰ 審議事項 

１．自主規制・業務本部 審理通達

「平成27年度税制改正における国

税関係書類に係るスキャナ保存制

度見直しに伴う監査人の留意事

項」に関する件 

平成27 年度税制改正における国税

関係書類に係るスキャナ保存制度見直

しに伴い、平成27年３月31日付けで

電子帳簿保存法施行規則が改正された。

これにより、スキャナ保存の対象とな

る国税関係書類の範囲の拡充が図られ、

契約書、領収書等については、これま

での「３万円未満」という金額基準が

廃止され、全ての契約書、領収書等を

一定の要件の下にスキャナ保存の対象

とすることが可能となった。平成27

年９月30日以降提出される申請書に係

る国税関係書類について適用され、申

請書提出会社は平成28年１月１日から

改正後の制度によりスキャナ保存を行

うことが可能となる。これにより、当

該書類等原本の破棄等の取扱いについ

ては会社での判断となるが、監査人は、

重要な監査証拠となり得る書類の原本

の破棄が行われた場合、当該情報を十

分かつ適切な監査証拠として利用でき

ない可能性がある。そのため、重要な

監査証拠となり得る書類の原本保存の

必要性等について、被監査会社と十分

協議すること等が必要であるので、自

主規制・業務本部 平成27年審理通達

第３号「平成27年度税制改正における

国税関係書類に係るスキャナ保存制度

見直しに伴う監査人の留意事項」とし

て取りまとめた旨提案があり、審議の

結果、提案どおり承認された。 

２．倫理委員会からの答申『国際会

計士倫理基準審議会(IESBA)再公

開草案「違法行為への対応」に対

するコメント』に関する件 

平成27 年５月６日に国際会計士連

盟（IFAC）-国際会計士倫理基準審議会

（IESBA） から再公開草案「違法行為

への対応」が公表され、これに対する

協会意見を取りまとめた旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

３．中小事務所等施策調査会からの

答申『中小事務所等施策調査会研

究報告第２号「委託審査制度にお

ける審査の方法等について」の改

正』に関する件 

監査基準委員会報告書800「特別目

的の財務報告の枠組みに準拠して作成

された財務諸表に対する監査」及び監

査基準委員会報告書805「個別の財務

表又は財務諸表項目等に対する監査」

に基づく監査業務の場合に追加で使用

する審査資料の様式例の追加、 事前審

査の様式例の追加等を行い、中小事務

所等施策調査会研究報告第２号「委託

審査制度における審査の方法等につい

て」の改正として取りまとめた旨提案

があり、審議の結果、提案どおり承認

された。 

４．公認会計士制度委員会からの研

究資料『公認会計士制度委員会研

究資料「不正リスク対応基準導入

に伴う監査実務への影響に関する

実態調査」の公表について』に関

する件 

平成26年３月決算に係る財務諸表

監査から不正リスク対応基準が適用と

なったことをきっかけとして、会社法

監査期間等の実態について考察を行っ

た。会員登録後10年以上経過し、監査

法人に所属して上場企業の監査に従事

する会員を対象にアンケートを実施し、

会社法監査の実態や監査期間に影響を

与える課題が明らかとなった。 

アンケート調査結果により、監査の

品質を維持するために、適正かつ十分

な監査期間の確保が必要であること、

実情に合った監査報告書日のスケジュ

ールを会社と協議すること、決算短信

と計算書類等（監査報告書添付）の違

いを関係者が理解する土壌を醸成する

取組みが必要であることが考察された。

これをもとに監査上の諸課題について

の考え方を整理し、今後の開示・監査

に関する包括的な検討の一助として、

公認会計士制度委員会研究資料第２号

「会社法監査に関する実態調査－不正

リスク対応基準の導入を受けて－」を

取りまとめた旨提案があり、審議の結

果、提案どおり承認された。 

５．ＩＴ委員会からの答申『ＩＴ委

員会実務指針第７号「受託業務の

セキュリティ・可用性・処理のイ

ンテグリティ・機密保持に係る内

部統制の保証報告書」及びＩＴ委

員会研究報告第45号「ＩＴ委員会

実務指針第７号「受託業務のセキ

ュリティ・可用性・処理のインテ

グリティ・機密保持に係る内部統

制の保証報告書」の実施上の留意

点」の改正』並びに「公開草案に

対するコメントの概要と対応」に

関する件 

当該実務指針は、財務報告目的以外

の受託業務に係る内部統制を検証し、

報告する保証業務に関する実務上の指

針を提供するものであり、米国のSOC2 

に相当する実務上の指針である。 

近年、会計監査の対象となる企業等

の業務もASPサービスやクラウドサー

ビスの利用が進み、このようなサービ

スに関するセキュリティ等について内

部統制の状況を保証する業務の拡大が



今後見込まれるとともに、公益財団法

人金融情報システムセンター（FISC）

クラウド有識者検討会においても、当

該実務指針に基づく第三者監査のスキ

ームが報告書に盛り込まれるなど、当

該分野における利用の拡大が見込まれ

る。 

そのため、規制当局の要求事項や業

界団体の自主規制等の遵守に関して追

加された主題情報に対して保証業務を

提供できるよう必要な修正を行い、Ｉ

Ｔ委員会実務指針第７号「受託業務の

セキュリティ・可用性・処理のインテ

グリティ・機密保持に係る内部統制の

保証報告書」を改正するとともに、当

該実務指針に関する実施上の留意点で

あるＩＴ委員会研究報告第45号「ＩＴ

委員会実務指針第７号「受託業務のセ

キュリティ・可用性・処理のインテグ

リティ・機密保持に係る内部統制の保

証報告書」の実施上の留意点」を改正

した旨提案があり、審議の結果、提案

どおり承認された。 

 

このほか、主な審議は次のとおりで

す。 

○協会出版局発行出版物の刊行に関す

る件 

○第50事業年度各種委員会への諮問に

関する件 

○会計制度委員会専門委員会の設置に

関する件 

○国際委員会専門委員会の設置に関す

る件 

 

 

理事会 

（第50事業年度・第６回 

平成27年９月17日理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

 

Ⅰ 会長報告 

森会長から、上場企業の会計不祥事、

非営利分野を巡る動向、役員選挙に関

する事項について、会則第95条に基づ

く報告があり、協議を行った。 

Ⅱ 審議事項 

１．地域会規約の一部変更に関する

件 

平成27年６月に開催された各地域会

の定期総会において、一部を除く地域

会で地域会規約が改正されたため、当

該地域会規約の一部変更案について提

案があり、審議の結果、提案どおり承

認された。 

Ⅲ 報告事項 

１．「労働者派遣法の改正に伴う監

査・保証実務委員会研究報告第24

号の主な変更点について（お知ら

せ）」の公表に関する件 

厚生労働省の「労働者派遣事業関係

業務取扱要領」及び「職業紹介事業の

業務運営要領」が改正され、平成23 年

10 月１日以降の一般労働者派遣事業

及び職業紹介事業に係る新規許可及び

許可有効期間の更新の際の資産要件の

審査方法が見直されたことに対応する

ため、監査・保証実務委員会研究報告

第24号「一般労働者派遣事業等の許可

審査に係る中間又は月次決算書に対し

て公認会計士等が行う監査及び合意さ

れた手続業務に関する研究報告」を平

成24 年１月20 日付けで公表している。 

今国会で審議が行われている労働者

派遣法改正案では、特定労働者派遣事

業（届出制）と一般労働者派遣事業（許

可制）の区別を廃止し、全ての労働者

派遣事業を許可制とすることが提案さ

れている。これを受けて、「労働者派

遣事業関係業務取扱要領」にて規定し

ている許可要件に関して、中小規模事

業主への許可要件の緩和が検討される

予定であることから、監査・保証実務

委員会研究報告第24号のうち該当箇

所の読み替えについて、会員に周知す

る旨、報告があった。 

２．公監査制度の国内及び海外調査

の実施と調査結果（中間報告）に

関する件 

公会計委員会の下部組織である公監

査海外調査専門部会において、国内で

の文献調査やインターネット調査及び

各国への事前質問の結果を踏まえ、フ

ランス・ドイツ（平成27 年７月23 日

から７月29 日）、アメリカ・カナダ (平

成27 年８月９日から８月14 日）の日

程で４カ国に赴き海外調査を実施し、

概略説明のための速報版として調査結

果を取りまとめた旨、報告があった。 

 

このほかの主な審議及び報告事項は

次のとおりです。 

○綱紀審査会の予備委員の選任に関す

る件 

○企業会計基準委員会審議事項に関す

る件 

○農業協同組合法改正対応プロジェク

トチームの設置に関する件 

○「公認会計士の日」（７月６日）に

おける地域会広報の活動報告に関す

る件 

○国際会計人養成奨学金受給者の決定

に関する件 



○IFRSカンファランス報告に関する件 

○推薦委員候補者選定方針等検討プロ

ジェクトチームの設置に関する件 

○『金融庁総務企画局からの「労働者

派遣に対する対価の会計処理及び表

示について」に関して』に関する件 

○会則一部変更の認可に関する件 

以 上 

（総務本部長 中塚雅一） 


